
内
閣
府

○

令
第
三
号

財
務
省

預
金
保
険
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
三
十
六
条
第
二
項
及
び
公
的
給
付
の
支
給
等
の
迅
速
か
つ
確
実
な
実

施
の
た
め
の
預
貯
金
口
座
の
登
録
等
に
関
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
八
号
）
第
十
七
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
公
的
給

付
の
支
給
等
の
迅
速
か
つ
確
実
な
実
施
の
た
め
の
預
貯
金
口
座
の
登
録
等
に
関
す
る
法
律
第
四
章
に
規
定
す
る
預
金
保
険
機
構

の
業
務
の
特
例
等
に
関
す
る
命
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
五
月
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

公
的
給
付
の
支
給
等
の
迅
速
か
つ
確
実
な
実
施
の
た
め
の
預
貯
金
口
座
の
登
録
等
に
関
す
る
法
律
第
四
章
に
規
定
す
る

預
金
保
険
機
構
の
業
務
の
特
例
等
に
関
す
る
命
令

（
業
務
の
特
例
に
係
る
業
務
方
法
書
の
記
載
事
項
）

第
一
条

預
金
保
険
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
が
公
的
給
付
の
支
給
等
の
迅
速
か
つ
確
実
な
実
施
の
た
め
の
預
貯
金



口
座
の
登
録
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
十
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
場
合
に
は
、
預

金
保
険
法
第
三
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
預
金
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
四

十
六
年
大
蔵
省
令
第
二
十
八
号
）
第
一
条
の
二
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

内
閣
総
理
大
臣
の
委
託
を
受
け
て
行
う
、
内
閣
総
理
大
臣
と
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
委
託
を
受
け
た
金
融
機

関
と
の
連
絡
に
関
す
る
事
項

二

内
閣
総
理
大
臣
の
委
託
を
受
け
て
行
う
、
法
第
三
条
第
二
項
の
申
請
、
法
第
四
条
第
二
項
の
申
請
、
法
第
六
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
届
出
又
は
法
第
七
条
第
一
項
の
申
請
（
前
号
に
規
定
す
る
金
融
機
関
が
受
付
に
関
す
る
事
務
を
行
っ
た
も

の
に
限
る
。
）
を
し
た
者
の
個
人
番
号
の
確
認
に
関
す
る
事
項

三

そ
の
他
法
第
十
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
業
務
の
方
法
に
関
す
る
事
項

（
区
分
経
理
）

第
二
条

機
構
は
、
法
第
十
四
条
に
規
定
す
る
特
別
の
勘
定
（
以
下
「
口
座
情
報
連
絡
等
勘
定
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
整
理

す
べ
き
事
項
が
そ
の
他
の
勘
定
に
お
い
て
整
理
す
べ
き
事
項
と
共
通
の
事
項
で
あ
る
た
め
、
口
座
情
報
連
絡
等
勘
定
に
係
る

部
分
を
区
分
し
て
整
理
す
る
こ
と
が
困
難
な
と
き
は
、
当
該
事
項
に
つ
い
て
は
、
機
構
が
金
融
庁
長
官
及
び
財
務
大
臣
の
承



認
を
受
け
て
定
め
る
基
準
に
従
っ
て
、
事
業
年
度
の
期
間
中
一
括
し
て
整
理
し
、
当
該
事
業
年
度
の
末
日
現
在
に
お
い
て
各

勘
定
に
配
分
す
る
こ
と
に
よ
り
整
理
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

機
構
が
、
法
第
十
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
場
合
に
は
、
預
金
保
険
法
施
行
規
則
第
三
条
中
「
及
び
危
機

対
応
勘
定
（
法
第
百
二
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
危
機
対
応
勘
定
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
、
危
機
対

応
勘
定
（
法
第
百
二
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
危
機
対
応
勘
定
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
公
的
給
付
の
支
給
等
の
迅

速
か
つ
確
実
な
実
施
の
た
め
の
預
貯
金
口
座
の
登
録
等
に
関
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
八
号
）
第
十
四
条
に
規
定

す
る
特
別
の
勘
定
（
以
下
「
口
座
情
報
連
絡
等
勘
定
」
と
い
う
。
）
」
と
、
同
令
第
六
条
中
「
及
び
危
機
対
応
勘
定
」
と
あ

る
の
は
「
、
危
機
対
応
勘
定
及
び
口
座
情
報
連
絡
等
勘
定
」
と
す
る
。

（
利
益
及
び
損
失
の
処
理
）

第
三
条

機
構
は
、
口
座
情
報
連
絡
等
勘
定
に
お
い
て
、
毎
事
業
年
度
の
損
益
計
算
上
利
益
を
生
じ
た
と
き
は
、
前
事
業
年
度

か
ら
繰
り
越
し
た
損
失
を
埋
め
、
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
残
余
の
額
は
、
積
立
金
と
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

２

機
構
は
、
口
座
情
報
連
絡
等
勘
定
に
お
い
て
、
毎
事
業
年
度
の
損
益
計
算
上
損
失
を
生
じ
た
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
よ



る
積
立
金
を
減
額
し
て
整
理
し
、
な
お
不
足
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
不
足
額
は
、
繰
越
欠
損
金
と
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（
借
入
金
の
認
可
の
申
請
）

第
四
条

機
構
は
、
法
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
法
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
金
融
機
関
そ
の
他
の
者
か
ら
の
資
金

の
借
入
れ
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
預
金
保
険
法
施
行
規
則
第
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
及
び
借
入

先
を
記
載
し
た
申
請
書
を
金
融
庁
長
官
及
び
財
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

こ
の
命
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
令
和
三
年
五
月
十
九
日
）
か
ら
施
行
す
る
。


